
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式第103号

共済事業加入及び共済契約の履行状況を下記により証明願います。

年 月 日

殿

直前決算日における直近１か年間の

元請から受けた電子申請による

直前決算日における直近１か年間の

下請に行った電子申請による

建設キャリアアップシステム

事　業　者　I　D

決算日及び決算期間

年 月 日 ～ 年 月 日

直前決算日における直近１か年間の

直前決算日における直近１か年間の

元請から現物で交付を受けた

直前決算日における直近１か年間の その他

下請へ現物で交付した

直前決算日における直近１か年間の

電子申請による掛金充当額

上記のとおり相違ないことを証明します。

号

年 月 日

支部長

千円 千円

千円 千円

（建築・その他）

⑨

（ 自 社 分 ） 円

建設業退職金共済事業加入・履行証明書

⑤ 直前決算日における直近１か年間の ⑭ 工 事 施 工 高

（ 土 木 ）
手 帳 更 新 数

証 紙 購 入 額

⑥

円

公共工事
冊

民間工事

独 立 行 政 法 人 勤 労 者 退 職 金 共 済 機 構

建 退 共 長 崎 県 支 部

根 〆 眞 悟

⑮

千円

証 紙 の 金 額 円

証第

⑧

合 計

証 紙 の 金 額 円

⑦

④ 直前決算日における ⑬

被 共 済 者 数 人

掛 金 充 当 額 円

③
⑫ 事 務 受 託 者 番 号

① 共済契約成立年月日 年 月 日

掛 金 充 当 額 円

② 共済契約者番号 －
⑪

代 表 者

電 話 番 号

⑩

Ｆａｘ番号

住 所

申 請 者
(共済契約者)

名 称

建設業退職金共済事業加入・履行証明願

独 立 行 政 法 人 勤 労 者 退 職 金 共 済 機 構

建 退 共 長 崎 県 支 部 長

建設キャリアアップシステム事業者 ID

をお持ちの場合のみ記入してください。 

事業者 IDをお持ちでなくても「加入・履

行証明願」の申請はできます。 

令和 3年度より「発行基準及び審査要領」が改定されています。 

建退共でも、公共工事についての履行確認を「加入・履行証明願」の審査の際に行うこととなり、証

紙貼付方式を採用している共済契約者は確認が増えています。決算期間内に証紙を下請へ交付

している元請事業所は、」「建退共事務受託様式 2号」の添付が必要となっています。共済証紙受

払簿の「下請へ交付」欄に記載がある分のうち、請負金額が最も大きい工事現場の分のみご提出

いただきますようお願いいたします。 

1枚だけ提出されるケースがあります。 

☆「加入・履行証明願」をダウンロードして作成の

場合は、作成後 2枚印刷してご提出ください。  

 
⑭工事施工高の転記間違い及び転記要領についての問い合わせがよくあります。 
 
完成工事高とし、決算変更届の中の様式第三号「直前3年の各事業年度における工事施工金額」の数字
を下記のように分類して転記してください。 
 
〈1〉（土木）と（建築・その他）に分ける。 
 

★（土木）に該当する工事  
「土木一式工事」 「とび・土工・ｺﾝｸﾘｰﾄ工事」「舗装工事」 「しゅんせつ工事」「解体」 

 
★（建築・その他）に該当する工事  

上記土木工事以外の全て 
 

〈2〉〈1〉で分けた（土木）（建築・その他）ごとに、(公共)と(民間)に分け、それぞれの数字を記入する。 
   

★公共工事とは→「元請・公共」のみ
．．

。   ★民間工事とは→「元請・民間」と「下請」の合計
．．

。 
                                       (公共工事の下請分も（民間）に入れる。) 

 

手帳及び証紙受払簿の記入間違いが

多くあります。 

支部ホームページ「加入・履行証明書」

に処理別の記載例を掲載していますの

で、参考にしてください。 

2026.8.27 

 


